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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第55期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

していません。 

３ 第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

していません。 

４ 第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

  

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 43,458 45,049 49,659 54,897 61,336

経常利益 〃 3,952 4,417 5,700 8,078 9,094

当期純利益 〃 2,126 2,279 3,042 4,746 5,151

純資産額 〃 48,811 49,409 50,957 55,331 59,132

総資産額 〃 55,294 56,575 58,639 65,570 71,231

１株当たり純資産額 (円) 1,066.31 1,130.04 1,182.76 1,282.88 1,360.77

１株当たり 
当期純利益金額 

〃 45.35 50.29 68.84 108.76 119.58

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

〃 ― ― 68.79 108.75 ―

自己資本比率 (％) 88.3 87.3 86.9 84.4 82.3

自己資本利益率 〃 4.39 4.64 6.06 8.93 9.04

株価収益率 (倍) 12.79 18.15 16.55 20.23 15.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,635 4,197 4,887 7,032 5,876

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △4,145 △3,218 △4,534 △4,960 △3,347

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △1,276 △2,181 △1,582 △1,051 △1,594

現金及び現金同等物 
の期末残高 

〃 8,096 6,892 5,662 6,682 7,617

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(人) 
1,674 

〔156〕

1,644

〔145〕

1,656

〔163〕

1,722 

〔171〕

1,937

〔250〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 平成14年６月27日開催の第54回定時株主総会決議により、旧商法第210条の規定に基づき、自己株式の取得(取得株式数

1,000,000株 株式取得価額総額653百万円)を実施しています。 

３ 第55期の１株当たり配当額には、記念配当２円00銭を含んでいます。 

４ 第55期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

していません。 

５ 平成15年６月27日開催の第55回定時株主総会決議により、旧商法第210条の規定に基づき、自己株式の取得(取得株式数

2,107,300株 株式取得価額総額1,586百万円)を実施するとともに、平成16年２月23日開催の取締役会決議により、旧商

法第212条の規定に基づき自己株式の消却(消却株式数2,000,000株 処分価額総額1,473百万円)を実施しています。 

６ 第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

していません。 

７ 平成16年11月19日開催の取締役会決議により、旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づき、自己株式の取得(取得株

式数865,900株 株式取得価額総額881百万円)を実施するとともに、平成17年２月28日開催の取締役会決議により、旧商

法第212条の規定に基づき自己株式の消却(消却株式数1,000,000株 処分価額総額827百万円)を実施しています。 

８ 第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

９ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 43,445 44,944 49,457 54,662 61,175

経常利益 〃 3,905 4,361 5,633 8,059 8,979

当期純利益 〃 2,093 2,246 3,004 4,732 5,084

資本金 〃 6,578 6,578 6,578 6,578 6,578

発行済株式総数 (千株) 47,789 45,789 44,789 44,789 44,789

純資産額 (百万円) 48,322 48,888 50,398 54,760 57,987

総資産額 〃 54,869 56,067 58,092 64,969 68,750

１株当たり純資産額 (円) 1,055.63 1,118.13 1,169.80 1,269.64 1,345.97

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

〃 
14.00 

(6.00)

16.00

(6.00)

22.00

(10.00)

33.00 

(13.00)

36.00

(17.00)

１株当たり当期純利益 
金額 

〃 44.66 49.58 67.99 108.46 118.02

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

〃 ― ― 67.93 108.46 ―

自己資本比率 (％) 88.1 87.2 86.8 84.3 84.3

自己資本利益率 〃 4.37 4.62 6.05 9.00 9.02

株価収益率 (倍) 12.99 18.41 16.75 20.28 16.01

配当性向 (％) 31.35 32.27 32.36 30.43 30.50

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(人) 
1,656 

〔154〕

1,627

〔143〕

1,645

〔161〕

1,709 

〔170〕

1,711

〔172〕



２ 【沿革】 

  

  

年月 沿革

昭和23年11月 愛知県瀬戸市において資本金100万円にて日東工業株式会社を設立 

コンセント、カットアウトスイッチ等の製造販売を開始 

昭和26年６月 カバー付ナイフスイッチの製造販売を開始 

昭和29年６月 配電函、鉄箱開閉器の製造販売を開始 

昭和38年６月 標準分電盤・制御盤の製造販売を開始 

昭和38年７月 ホーム分電盤の製造販売を開始 

昭和41年１月 キュービクル式高圧受電設備の製造販売を開始 

昭和42年５月 名古屋工場(愛知県愛知郡)新設 

昭和42年７月 鉄製ボックスの製造販売を開始 

昭和44年２月 樹脂製ボックスの製造販売を開始 

昭和45年８月 本社を愛知県瀬戸市より現在地の愛知県愛知郡に移転 

昭和45年11月 販売会社として日東販売株式会社が営業を開始 

昭和49年４月 菊川工場(静岡県菊川市)新設 

昭和50年１月 安全ブレーカの製造販売を開始 

昭和51年４月 漏電ブレーカの製造販売を開始 

昭和51年５月 有限会社長久手サービスを設立(平成８年３月、日東緑化サービス株式会社へ組織変更及び商号

変更) 

昭和53年４月 サーキットブレーカの製造販売を開始 

昭和54年６月 日東販売株式会社を吸収合併 

昭和55年１月 システムラックの製造販売を開始 

昭和56年１月 名古屋証券取引所市場第二部に上場 

昭和58年３月 浜松工場(静岡県磐田市)新設(現：磐田工場) 

昭和59年８月 盤用熱交換器の製造販売を開始 

昭和60年７月 地中配線関連機器の製造販売を開始 

昭和61年６月 瀬戸日東株式会社を設立(平成６年９月、日東エンジニアリング株式会社へ商号変更)(現：連結

子会社) 

昭和62年６月 短絡試験設備新設 

昭和63年２月 菊川物流センター(静岡県菊川市)新設 

平成２年２月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成４年２月 研究開発センター(愛知県愛知郡)新設 

平成４年３月 中津川工場(岐阜県中津川市)新設 

平成４年６月 佐賀厳木工場(佐賀県唐津市)新設(現：唐津工場) 

平成６年９月 東名保険サービス株式会社を設立 

平成８年９月 東京証券取引所並びに名古屋証券取引所市場第一部に指定替え 

平成９年１月 株式会社キャドテックを設立 

平成９年３月 花巻工場(岩手県花巻市)新設(現：東北日東工業株式会社) 

平成10年１月 菊川ラボラトリ「試験研究棟」(静岡県菊川市)新設 

平成11年３月 栃木野木工場(栃木県下都賀郡)新設 

平成13年４月 日東テクノサービス株式会社を設立 

平成16年７月 日東工業(嘉興)電機有限公司(中国浙江省)を設立 

平成18年４月 日東スタッフ株式会社を設立(当社子会社日東テクノサービス株式会社より会社分割) 

平成18年10月 東北日東工業株式会社を設立(当社花巻工場を会社分割)(現：連結子会社) 

平成19年２月 株式会社新愛知電機製作所の株式取得、同社を子会社化(現：連結子会社) 



３ 【事業の内容】 
当社グループは、当社及び子会社９社で構成され「配電盤関連」(配電盤、キャビネット、遮断器・開閉器及びパー

ツ・その他各部門)の製造販売を事業の中心とし、さらに各事業に関連する研究、サービス等の事業活動を展開してい
ます。また、金型等の製造販売及び各種サービスも行っています。なお、平成18年４月１日をもって日東テクノサー
ビス㈱より製品・部品の加工請負と労働者派遣事業を会社分割し、日東スタッフ㈱を新設するとともに、同年10月２
日をもって当社花巻工場(配電盤関連事業)を東北日東工業㈱(新設分割設立会社)に承継させる会社分割を実施してい
ます。また、同年８月28日をもって関連会社としました㈱新愛知電機製作所については、平成19年２月27日をもって
子会社化しています。 
各事業における当社グループ各社の位置付け等は、次のとおりです。 

  

(事業系統図) 
以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりです。 

  

   
  

配電盤関連事業 当社が製造販売するほか、一部の製品・部品については東北日東工業㈱、日東
エンジニアリング㈱及び日東工業(嘉興)電機有限公司より仕入れており、また
㈱キャドテックへは配・分電盤、制御盤等の一部の設計・製図を、日東テクノ
サービス㈱ヘは当社が販売した製品の据付、改造及び保守並びに電気工事業務
等のサービスをそれぞれ委託するとともに、日東スタッフ㈱より業務請負、労
働者派遣等のサービスを受けています。 
なお、㈱新愛知電機製作所については、配電盤関連製品の製造販売を行ってい
ますが、当社との直接取引はありません。 

金型関連事業 日東エンジニアリング㈱が製造販売をしており、主として当社の金型等の製作
及び保守を行っています。 

その他 損害保険代理業務、不動産管理業務等のサービスを行っています。 
(東名保険サービス㈱及び日東緑化サービス㈱) 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社には該当していません。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書は提出していません。 

３ 東北日東工業㈱については、平成18年10月２日をもって当社花巻工場を会社分割することにより新設され、当社の100％

子会社となっています。 

４ 日東スタッフ㈱については、平成18年４月１日をもって日東テクノサービス㈱より会社分割により新設され、当社の

100％子会社となっています。 

５ ㈱新愛知電機製作所については、平成18年８月28日をもってJAIC事業再生１号投資事業有限責任組合より株式を取得し当

社の関連会社となりましたが、平成19年２月27日をもって新たな株式取得により子会社となりました。 

６ 「その他２社」は100％出資の非連結子会社(東名保険サービス㈱及び日東緑化サービス㈱)ですが、事業規模も小さく影

響も軽微なため記載を省略しています。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 

(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

日東エンジニアリング株式会社 愛知県愛知郡長久手町 50
金型等の製造販
売 100.0

主に金型等を当社へ納入し
ていますが、当社部品の加
工も一部行っています。 
役員の兼任等５名(うち当社
従業員２名、転籍１名) 
工場建物の一部を当社が賃
貸しています。 

(連結子会社)   

東北日東工業株式会社 岩手県花巻市 50
電気機械器具並
びに部品の製造

100.0

配電盤関連製品を当社へ納
入しています。 
役員の兼任等４名(うち当社
従業員１名、出向１名、転
籍１名) 
工場建物を当社が賃貸して
います。 

(非連結子会社)   

株式会社キャドテック 名古屋市千種区 30
配・分電盤、制
御盤等の設計・
製図 

100.0

配・分電盤、制御盤等の設
計・製図を当社より委託し
ています。 
役員の兼任等４名(うち当社
従業員２名、出向１名) 

(非連結子会社)   

日東テクノサービス株式会社 愛知県愛知郡長久手町 20

配・分電盤、制
御盤等の据付、
改造及び保守並
びに電気工事業
務等 

100.0

主に当社が販売した製品の
据付、改造及び保守並びに
電気工事業務等を当社より
委託しています。 
役員の兼任等５名(うち当社
従業員１名、転籍１名) 
工場建物等の一部を当社が
賃貸しています。 

(非連結子会社)   

日東工業(嘉興)電機有限公司 中国浙江省嘉善県 1,200
千米ドル 

送風機械・ファ
ン、冷却・空調
設備、金型及び
配電・開閉・制
御設備等の製造
販売 

100.0

主に送風機械・ファン、冷
却・空調設備、金型及び配
電・開閉・制御設備等を当
社へ納入しています。 
役員の兼任等４名(うち当社
従業員１名、出向１名)  

(非連結子会社)   

日東スタッフ株式会社 愛知県愛知郡長久手町 10
業務請負、労働
者派遣等 100.0

当社製品・部品の加工請負
と当社への労働者派遣を行
っています。 
役員の兼任等４名(うち当社
従業員１名、転籍１名)  
工場建物の一部を当社が賃
貸しています。 

(連結子会社)   

株式会社新愛知電機製作所 愛知県春日井市 240

電気用諸機械器
具 の 設 計、製
造、販売、修理
等 

53.5

主に受変電設備並びに盤用
機器類の製造販売を行って
いますが、当社との直接取
引はありません。 
役員の兼任等２名  

(非連結子会社)   

その他２社 ― ― ― ― ― 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 当連結会計年度より株式会社新愛知電機製作所(156名)が新たに連結子会社になったことにより、従業員数が増加してい

ます。 

２ 従業員数は就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパート

タイマー)は［ ］内に年間平均人員を外数で記載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパートタイマー)は［ ］内

に年間平均人員を外数で記載しています。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、日東工業労働組合が組織されており、全日本電機電子情報関連産業労働組合連合会に属して

います。組合員数は1,052人でユニオンショップ制です。なお、労使関係については特に記載すべき事項はありませ

ん。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

配電盤関連事業 
1,924 
［248］ 

金型関連事業 
13 
［2］ 

合計 
1,937 
［250］ 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,711［172］ 38.8 15.2 6,063,930



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景とした設備投資の拡大が継続し、国内民間需要に

支えられた回復基調で推移しましたが、原材料価格の高騰や米国経済の減速懸念など、不透明な動きも見られまし

た。 

当業界においては、製造業を中心とした設備投資に加え、ＩＴ関連のインフラ整備需要が増加するなど、市場環

境は順調に推移しました。 

このような情勢下にあって当社グループは、時代環境の変化や市場ニーズを的確に捉えた新製品を投入し、各種

セールや展示会、内覧会を通じて積極的な販売活動を展開しました。また、全社をあげて業務効率化や原価低減活

動に取り組み、経営基盤の強化に努めてきました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は613億３千６百万円(前連結会計年度比11.7％増)、経常利益は90億９千４百

万円(同12.6％増)、当期純利益は51億５千１百万円(同8.5％増)となりました。 

  

事業の部門別業績は、次のとおりです。 

① 配電盤関連事業 

(イ)配電盤部門については、本格的な景気回復に伴い電設電材市場が好調に推移し、分電盤などの需要が増加し

ました。また、情報通信市場における電源盤の市場拡大や、分岐ブレーカにプラグイン方式を採用した分電盤

「ｉシリーズ」の充実、キュービクルのトップランナートランス使用の法制化などにより、売上高は277億８千

８百万円(前連結会計年度比21.5％増)となりました。 

(ロ)キャビネット部門については、堅調な設備投資を背景にＦＡ制御用キャビネットや屋外用キャビネットが伸

張しました。また、ブロードバンド用キャビネットが引き続き好調に推移し、高い防塵・防水性能を備えた高

気密樹脂製キャビネット「ＰＬＡＢＯ」などの拡販活動に努めた結果、売上高は249億５千３百万円(前連結会

計年度比4.3％増)となりました。 

(ハ)遮断器・開閉器部門については、機械設備用電源や配電盤の需要拡大により、売上高は38億５千２百万円(前

連結会計年度比3.3％増)となりました。 

(ニ)パーツ・その他部門については、熱関連製品やオプションパーツのシリーズを充実させ、ＰＲ活動に努めた

結果、売上高は45億８千万円(前連結会計年度比10.5％増)となりました。 

  

この結果、当事業部門の売上高は611億７千５百万円(前連結会計年度比11.9％増)、営業利益は90億２千１百万円

(同12.3％増)となりました。 

  

② 金型関連事業 

当事業部門については、主に金型等の製造販売を行っており、グループ外への販路拡大、生産性向上等の諸施

策を推進してきました。この結果、売上高は６億４千７百万円(前連結会計年度比11.9％増)(うち外部顧客に対す

る売上高は１億６千１百万円(同31.1％減))となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度に比べ934百万円増加

の7,617百万円となりました。なお、当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次の

とおりです。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは5,876百万円(前連結会計年度7,032百万円)とな

りました。これは主に配電盤関連事業によるキャッシュ・フローであり、税金等調整前当期純利益8,897百万円の計

上に対し、賞与引当金の増加168百万円、仕入債務の増加291百万円などによる資金の増加があった一方で、前払年

金費用の増加554百万円、売上債権の増加1,418百万円、たな卸資産の増加664百万円、法人税等の支払などによる資

金の減少があったことにより前連結会計年度に対して1,156百万円の減少となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローは△3,347百万円(前連結会計年度△4,960百万円)

となりました。これは主に３か月を超える定期預金の払戻による収入が1,720百万円、投資有価証券の売却による収

入が2,804百万円あったものの、定期預金の預入による支出610百万円、投資有価証券の取得による支出461百万円、

掛川工場用地の取得や生産設備合理化等のための有形固定資産の取得による支出6,188百万円、新規連結子会社であ

る株式会社新愛知電機製作所の株式を取得したことによる支出580百万円を行ったことなどによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは△1,594百万円(前連結会計年度△1,051百万円)

となりました。これは主に配当金の支払い1,591百万円を行ったことなどによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

最近２連結会計年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

  

(注) 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注状況 

「配電盤関連事業」は製品の性質上、原則として需要予測による見込生産方式をとっており、また、「金型関連

事業」については、影響が軽微なため記載を省略しています。 

  

(3) 販売実績 

最近２連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

  

(注) 金額には消費税等は含まれていません。 

  

部門別 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 23,084 41.8 27,978 45.2

キャビネット 24,170 43.7 25,153 40.6

遮断器・開閉器 3,697 6.7 3,951 6.4

パーツ・その他 4,087 7.4 4,665 7.5

計 55,039 99.6 61,748 99.7

金型関連事業 234 0.4 161 0.3

合計 55,274 100.0 61,909 100.0

部門別 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 22,870 41.7 27,788 45.3

キャビネット 23,919 43.6 24,953 40.7

遮断器・開閉器 3,728 6.8 3,852 6.3

パーツ・その他 4,144 7.5 4,580 7.4

計 54,662 99.6 61,175 99.7

金型関連事業 234 0.4 161 0.3

合計 54,897 100.0 61,336 100.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く経営環境は、原油、原材料価格の高騰や海外経済の動向など不透明な部分もありますが、

企業業績が好調さを維持するなか、日本経済は緩やかな拡大を続けるものと思われます。 

このような経営環境の変化のなかで当社グループは、企業の社会的責任の遂行を基本として、経営資源の最適配分

や継続的改善などを進めることにより、企業価値の最大化を図っていきます。 

その基本的な施策は次のとおりです。 

１ 経営管理の重点を利益重視とし、経営資源を収益性の高い事業分野に集中配分 

２ 内部統制システムとＣＳＲ(企業の社会的責任)経営を推進するための組織体制の維持 

３ 財務報告の信頼性を確保するための経営管理システムの構築 

４ マーケティング活動を通じて市場構造の変化をすばやく把握し、新製品、新市場、新顧客の開拓とともに提案

営業、スペックイン活動を強化 

５ ロスの排除と継続的改善による生産性向上 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現

在において当社グループが判断したものです。当社グループは、これらのリスクを認識したうえで、発生の回避およ

び発生したときの対応に万全を尽くす所存です。 

(1) 事業環境について 

当社グループの製品は電設電材、ＦＡ制御、情報通信の各分野に供給されていますが、国内設備投資動向に関連

するものが多く、最終的には国内景気の動向および経済情勢の影響を受けます。また、当社グループは鉄、ステン

レス、樹脂材料、伸銅品などの各種素材を使用した製品の製造を行っていますが、国際商品市場の影響等による原

材料価格の上昇圧力から、仕入価格が上昇するリスクがあります。このため、当社グループの財政状態及び経営成

績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 品質問題について 

当社グループが生産している製品については、厳重な品質管理体制のもと出荷しています。事故発生の場合は万

全のサービスによる迅速な対応を行う管理体制を構築していますが、製造物責任問題発生による社会的評価、企業

イメージ低下の可能性があり、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 知的財産について 

当社グループは多くの知的財産権を保有し、維持・管理しています。しかし、第三者から無効とされる可能性、

模倣される可能性もあり、知的財産権の保護が大きく損なわれた場合は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

  



(4) 環境問題について 

当社グループの事業は、鈑金、塗装等の工程を有しているため、環境法規制の適用を受けています。事業活動に

おいてこれらを遵守することは勿論のことですが、顧客からの環境負荷物質使用制限の履行などにより多額の費用

を負担する可能性があります。 

  

(5) その他リスク 

自然災害等による販売および生産への影響を最小限に抑えるため、データ管理の二重化、設備の耐震対策、発生

時の対策ルール制定等の管理体制の構築を進めていますが、当社グループの主力工場である名古屋および菊川工場

は、今後発生が予想される東海および東南海地震の被災の可能性が高い地域にあります。このため当地震発生によ

り当社グループの設備等が被災した場合、生産、受注および物流機能等に大きな影響を与え、当社グループの財政

状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成18年７月31日開催の当社取締役会において、当社花巻工場(配電盤関連事業)を東北日東工業株式会社

へ承継させる会社分割を決議し、平成18年10月２日付で実施しています。 

 なお、詳細は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等及び２ 財務諸表等」の企業結合等関係に記載していま

す。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、「配電盤関連」を事業の中心として「電設電材」「ＦＡ制御」「情報通

信」各分野の商品を幅広く展開し、研究開発は当社が中心に行っています。 

当連結会計年度の研究開発活動については、機能、性能、デザイン性に優れた先進性を追及するとともに、安全、

環境、品質への配慮と省スペース、省施工などをテーマにした商品の研究開発ならびに製品化、既存製品の一層の原

価低減活動を行いました。 

当連結会計年度の研究開発費は13億８千４百万円で、当連結会計年度の研究成果のうち主なものは次のとおりで

す。 

  

(1) 配電盤部門 

配電盤部門では、高圧受電設備から幹線分岐盤、分電盤、住宅用分電盤に至るまで省スペース・省施工をご提案

できるプラグインシリーズ「ｉシリーズ」の機種充実や製品開発を中心に行いました。 

高圧受電設備ではプラグインユニット付ブレーカを搭載した「ｉＱＢ(アイキュービクル)」の機種充実やブレー

カの増設・容量変更がフレキシブルに対応できるプラグイン開放形配電盤を開発しました。 

分電盤では工場生産設備用として、トヨタ自動車株式会社プラントエンジニアリング部との共同により、業界初

のキャビネット連結構造や充電部の完全保護、設置面積の60％削減を実現した動力分電盤「ｉｐｏｗｅｒＴｗｉＮ

(アイパワーツイン)」を開発し、2006年電設工業展製品コンクールにおいて大阪府知事賞を受賞し、「ｉシリー

ズ」で４年連続の受賞となりました。 

住宅用分電盤では最近のオール電化住宅の普及にともない対応機種をモデルチェンジするとともに、シリーズの

大幅な機種追加を行い、施工性を向上させました。同時に太陽光発電などの家庭用発電システムへの対応機種など

も大幅に機種追加を行いました。 

光接続箱は、多様なお客様のニーズに対応するため工場配線出荷を開始し、設置現場における配線作業の省力化

を実現し、さらなる市場深耕を図りました。また、最近の光ネットワークの復調にともない、売上も順調に伸長し

ました。 

  

(2) キャビネット部門 

金属製キャビネットは、情報通信市場向けに屋外用熱対策キャビネット「冷キャビシリーズ」を発売しました。

冷キャビは近年需要が高まっている防犯・監視、通信システム小型基地局向けに熱対策機器(ファン、熱交換器、電

子クーラー)を搭載したオールインワンの製品です。 

ＦＡ制御市場向けでは「ＦＺシリーズ」の組立式タイプの発売およびオプションの充実を図りました。また、工

場生産ラインの制御機器収納用に「Ｉ／Ｏ用キャビネット」を発売しました。 

樹脂製キャビネットは、情報通信向けプラボックス「ＰＬＡＢＯシリーズ」のバリエーション強化により幅広い

ニーズに対応しました。電設電材市場向けとしては、新メーターボックス(ＭＢＣシリーズ)を発売しました。最近

の住宅事情に合わせ、デザイン性に優れるとともにカラーバリエーションも５色準備し、住宅の美観に配慮した商

品となっています。 

システムラックは、地震の揺れを最大50％低減し、搭載機器を地震から守る業界初の制震ラック「Ｇaltect(ガル

テクト)」を発売しました。また、「ＦＳシリーズ」の強化として組立式タイプを発売しました。 

  



(3) 遮断器・開閉器部門 

遮断器・開閉器部門については、ブレーカの主力製品の一つである経済形Ｅシリーズのモデルチェンジを行いま

した。電灯分電盤用協約形配線用遮断器の日本工業規格(ＪＩＳ)に準拠し、ＩＴ市場拡大にともない直流定格品に

対応した仕様としました。 

また、電子応用製品では省エネ・省力化を支援するデマンド監視制御システムとしてセーバキャスト「ＰＭＵシ

リーズ」の強化として、顧客要望に応えて分割式電流センサ搭載タイプの機種を充実しました。 

  

(4) パーツ・その他部門 

熱関連機器では、キャビネットと熱対策機器の融合を進め、屋外用の防犯・監視、通信システム小型基地局向け

として、屋外用熱対策キャビネット「冷キャビシリーズ」をキャビネット部門と共同開発しました。また、ルーバ

ーシリーズにおいてはＩＰ55の防水・防塵性能を持つ丸型防水ルーバーを商品に加え、屋外防水キャビネットの熱

対策商品がさらに充実しました。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してい

ます。この連結財務諸表の作成にあたり、棚卸資産、有価証券、有形・無形固定資産、各引当金等の計上に関して

は、一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠した当社グループ会計方針および見積り基準に基づき計上し

ています。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、製造業を中心とした設備投資に加え、ＩＴ関連インフラ整備需要

が増加するなど業績が堅調に推移した結果、増収増益となりました。 

売上高は、設備投資の増加に加え、市場ニーズを的確に捉えた新製品の市場投入、各種セールや展示会、内覧会

の開催などの積極的な販売政策により、前連結会計年度に比べ11.7％増収の613億３千６百万円となり、４期連続の

増収とあわせて当社グループでの過去最高の売上高となりました。 

売上原価、販売費及び一般管理費は、売上高の増加に加えて売上構成の変動、原材料価格の上昇圧力、市場優位

の確保のための研究開発投資の継続などにより増加傾向となり、値引率の改善などはあったものの変動費率、固定

費ともに上昇・増加傾向となりました。営業利益は、おもに売上高の増加により前連結会計年度に比べ12.5％増益

の90億８千２百万円となりましたが、変動費率の上昇と固定費の増加により増益率は鈍化しました。 

営業外損益は、有価証券等の運用改善による収入が損益の改善に寄与するものの、売上高の増加にともない売上

割引額も増加しました。その結果、経常利益は前連結会計年度に比べ12.6％増益の90億９千４百万円となりまし

た。 

特別損益は、生産設備更新のための機械設備等の固定資産除売却損が発生する一方、前連結会計年度において臨

時に発生した移転のための営業所土地の売却益がなくなったことにより税金等調整前当期純利益は前連結会計年度

に比べ9.0％増益の88億９千７百万円となりました。 

最終の当期純利益は、結果として前連結会計年度に比べ8.5％増益の51億５千１百万円となり増益率は鈍化したも

のの営業利益、経常利益、当期純利益の各利益においては前連結会計年度を更新して当社グループでの過去最高の

結果となりました。また１株当たり当期純利益は、利益の増加により前連結会計年度の108円76銭から119円58銭に

増加しました。 

  



(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループは、当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローとして58億７千６百万円を計上し

ています。また投資活動によるキャッシュ・フローとして33億４千７百万円、財務活動によるキャッシュ・フロー

として15億９千４百万円を使用することにより、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会

計年度末の66億８千２百万円から９億３千４百万円増加し76億１千７百万円となりました。 

当社グループの資金需要のうち主なものは、部材購入費、人件費および新製品ならびに合理化・省力化用の設備

投資などにかかるものです。また、市場優位の確保のための研究開発投資についても、積極的に行っていくことと

しています。 

当社グループの運転資金および設備資金については全額自己資金を充当しています。当連結会計年度において

は、生産設備の合理化・更新(中津川工場、唐津工場の塗装設備更新等)、新製品の生産対応および新工場用地取得

等の支出があり、キャッシュ・フローが減少する主な要因となっていますが、利益増加にともないキャッシュ・フ

ローは改善されています。また今後も新工場建設、既存設備の更新等の設備投資を予定していますが、今後の運転

資金、設備資金および研究開発投資資金についても、財務内容および営業キャッシュ・フロー等により従来と同様

に全額自己資金を充当することとしています。 

  

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループを取り巻く経営環境は、公共投資および設備投資動向により変動し、価格競争は厳しい状況にあ

り、主要な原材料のさらなる価格上昇圧力も懸念されます。 

これらの状況を踏まえて当社グループとしては、国内市場のさらなる拡大と、海外にも対応できる高品質な製品

を開発するとともに、標準メーカーとしてのブランド力の定着と営業力の強化に注力し、新製品の市場浸透を図る

ため、各種セールや内覧会の開催、展示会への出展を行うなどの諸施策を積極的に行っていきます。また経営全般

にわたって標準化や業務改革などの諸施策を進め、環境変化に適応した企業として継続的成長と収益力の向上に努

めます。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は「配電盤関連」の製造販売を事業の中心としており、設備投資も大半が当該

分野で6,606百万円となりました。 

当連結会計年度に完成した主要な設備としては、中津川工場塗装設備721百万円、菊川工場金属加工設備580百万円

等であり、他は主に合理化・省力化、新製品関連投資となりました。また掛川工場建設用地として土地(2,169百万円)

を取得しています。 

なお、所要資金は全額自己資金を充当しています。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりです。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 〔 〕内は賃借中の設備(土地)の面積であり、外書しています。 

２ 本社・名古屋工場及び菊川工場の建物の一部(面積０千㎡)を非連結子会社(４社)へ賃貸しています。 

３ 平成18年10月２日をもって当社花巻工場の事業は、会社分割により当社子会社東北日東工業㈱へ承継されていますが、建

物及び構築物、土地は当社所有としています。 

４ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計です。 

５ 従業員数の( )は、臨時従業員数の年間の平均人員を外書しています。 

６ 上記の他、リース契約による主な賃借設備は下記のとおりです。 

平成19年３月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

本社・ 
名古屋工場 
(愛知県愛知郡
長久手町) 

配電盤 
関連事業 

配電盤、キ 
ャ ビ ネ ッ
ト、遮断器 
・開閉器、
パーツ・そ
の他等生産
設備 

2,731 2,440
580
(79)
〔8〕

759 6,511 
565
(86)

菊川工場 
(静岡県菊川市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤、キ
ャビネット
等生産設備 

1,968 2,138
559

(180)
〔2〕

337 5,003 
334
(31)

磐田工場 
(静岡県磐田市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤、キ
ャ ビ ネ ッ
ト、パーツ 
・その他等
生産設備 

848 685
734
(50)

754 3,023 
111
(17)

中津川工場 
(岐阜県中津川
市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

732 854
536
(42)

30 2,154 
106
(5)

唐津工場 
(佐賀県唐津市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

921 568
707

(107)
12 2,210 

67
(11)

栃木野木工場 
(栃木県下都賀
郡野木町) 

配電盤 
関連事業 

キャビネッ
ト等生産設
備 

1,179 552
1,870
(43)

24 3,627 
74
(5)

花巻工場 
(岩手県花巻市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

698 0
949
(63)

2 1,651 ―

その他工場予定
地 
(静岡県掛川市) 

― ― ― ―
2,169
(68)

50 2,220 ―

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 台数 リース期間

年間リース料 
(百万円) 

リース契約
残高 

(百万円) 

本社・ 
名古屋工場 
(愛知県愛知郡
長久手町) 

配電盤
関連事業 

ホストコン
ピュータ 

１セット ５年間 63 62



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 東北日東工業㈱の設備については、上記以外に建物及び構築物443百万円(７千㎡)、土地899百万円(60千㎡)を提出会社か

ら賃借しています。 

２ 従業員数の( )は、臨時従業員数の年間の平均人員を外書しています。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資については、「配電盤関連」の製造販売を事業の中心としており、

他の事業は小規模なため事業の種類別セグメントは作成していません。 

当連結会計年度末現在における配電盤関連事業の重要な設備の新設、改修等の計画は次のとおりです。 

  

(注) １ 上記設備計画に伴う今後の所要資金4,480百万円は全額自己資金により賄う予定です。 

２ 生産設備の合理化・更新、新工場建物、新製品の生産対応の投資が主体のため、完成後の生産能力はほとんど変わりませ

ん。 

３ 経常的な設備更新による除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

４ 金額には消費税等は含まれていません。 

  

会社名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

日東エンジニア
リング㈱ 
(愛知県愛知郡
長久手町) 

金型 
関連事業 

金型等生産
設備 

― 24 ― 1 25 
13
(2)

東北日東工業㈱ 
(岩手県花巻市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

― 334 ― 10 344 
57
(8)

㈱新愛知電機製
作所 
(愛知県春日井
市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

35 48 ― 17 101 
156
(68)

事業所名 所在地 設備の内容
投資予定額(百万円) 着手及び完了予定 

総額 既支払額 着手 完了 

日東工業株式会社 
本社・名古屋工場 

愛知県愛知郡長久手
町 

配電盤、キャビネット、
遮断器・開閉器、パー
ツ・その他等生産設備 

620 ― 平成19年４月 平成20年３月

〃 
菊川工場 

静岡県菊川市 
配電盤、キャビネット等
生産設備 

340 ― 平成19年４月 平成20年３月

〃 
磐田工場 

静岡県磐田市 
配電盤、キャビネット、
パーツ・その他等生産設
備 

130 ― 平成19年４月 平成20年３月

〃 
中津川工場 

岐阜県中津川市 配電盤等生産設備 600 ― 平成19年４月 平成20年３月

〃 
唐津工場 

佐賀県唐津市 配電盤等生産設備 240 ― 平成19年４月 平成20年３月

〃 
その他 

静岡県掛川市 工場建物 2,550 ― 平成19年３月 平成20年３月

計 ― ― 4,480 ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 自己株式の消却による減少です。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 96,203,000

計 96,203,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 44,789,848 44,789,848

東京証券取引所
(市場第一部) 

名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 44,789,848 44,789,848 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成16年２月23日 △2,000 45,789 ― 6,578 ― 6,986

平成17年２月28日 △1,000 44,789 ― 6,578 ― 6,986



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式1,707,796株は、「個人その他」に17,077単元および「単元未満株式の状況」に96株含めて記載しています。 

２ 証券保管振替機構名義の株式220株は、「その他の法人」に２単元および「単元未満株式の状況」に20株含めて記載して

います。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) 当社は自己株式1,707千株(3.81％)を所有していますが、上記の大株主から除いています。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 53 33 314 68 1 5,412 5,881 ―

所有株式数 
(単元) 

― 160,531 2,956 122,832 17,173 10 143,824 447,326 57,248

所有株式数 
の割合(％) 

― 35.89 0.66 27.46 3.84 0.00 32.15 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

名東興産株式会社 愛知県瀬戸市東横山町75 6,778 15.14

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 2,941 6.57

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１―３―３ 1,926 4.30

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 1,713 3.83

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２―１―１ 1,586 3.54

日東工業取引先持株会 愛知県愛知郡長久手町蟹原2201番地 1,223 2.73

有限会社伸和興産 愛知県瀬戸市東横山町100 1,042 2.33

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１―26―１ 1,000 2.23

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 876 1.96

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１―２―１ 842 1.88

計 ― 19,930 44.50



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ200株

(議決権の数２個)および20株含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,707,700 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

43,024,900 
430,249 ― 

単元未満株式 
普通株式 

57,248 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 44,789,848 ― ― 

総株主の議決権 ― 430,249 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日東工業株式会社 

愛知県愛知郡 
長久手町蟹原2201番地 

1,707,700 ― 1,707,700 3.81

計 ― 1,707,700 ― 1,707,700 3.81



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

  

  

会社法第155条第７号による取得 

  

(注) 「当期間における取得自己株式」欄には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式数は含めていません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) １ 当期間における「その他」欄には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請求による株

式数は含めていません。 

２ 当期間における「保有自己株式数」欄には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及

び買増請求による株式数は含めていません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 137 302

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 1,449 3,009

当期間における取得自己株式 159 279

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(千円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売却) 

218 457 ― ―

保有自己株式数 1,707,796 ― 1,707,955 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の 重要政策の一つとして位置づけています。剰余金の配当について

は、株主の皆様への安定的な配当を維持することを基本に、業績および連結配当性向30％を目標に総合的に勘案して

実施していきます。さらに、自己株式の取得・消却など資本効率向上のための諸施策を必要に応じ実施し、株主の皆

様にお応えしていく所存です。配当の回数については従来どおり中間配当および期末配当の年２回行う予定です。こ

れらの配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会となります。 

当事業年度の配当金については、中間配当金として１株当たり17円、期末配当金として１株当たり19円とし、年間

配当金36円を実施します。この結果、当事業年度の連結配当性向は30.1％、自己資本当期純利益率は9.0％、純資産配

当率は2.7％となります。 

内部留保金については、当社業界の市場競争の一層の激化に対応した販売体制の強化、事業拡大への研究開発、生

産設備の増強・充実など、経営体質強化、将来の業績向上のために投資することとしています。 

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めています。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場です。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場です。 

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 

平成18年11月15日 取締役会決議 732 17

平成19年６月28日 定時株主総会決議 818 19

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) 1,004 945 1,146 2,285 2,450

低(円) 580 577 823 1,050 1,745

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高(円) 2,450 1,975 1,965 2,100 2,060 1,998

低(円) 1,910 1,745 1,816 1,900 1,915 1,837



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役社長 代表取締役 加 藤 時 夫 昭和28年６月10日生

昭和57年４月 当社入社

(注)２ 16

昭和62年７月 経理部長

昭和62年８月 取締役

平成４年３月 生産本部副本部長兼名古屋工場

長 
平成10年７月 営業本部副本部長

平成15年６月 常務取締役

管理本部副本部長 
平成17年６月 取締役社長(現任)

取締役 
副社長 

技術本部 
管掌、海外 
事業推進室 

担当 

大 葉 正 之 昭和19年９月５日生

昭和42年４月 当社入社

(注)２ 40

平成元年６月 機器商品部長

平成４年３月 機器事業部長

平成５年６月 取締役

平成11年６月 常務取締役

技術本部長 
平成15年６月 専務取締役

平成17年６月 取締役副社長(現任)

技術本部管掌(現任) 

専務取締役 

管理本部、 
営業本部、 
生産本部管 
掌、品質保 
証室担当 

山 本 博 夫 昭和22年５月14日生

昭和45年４月 当社入社

(注)２ 25

平成３年３月 ボックス商品部長

平成４年３月 盤部品事業部長

平成５年９月 菊川工場長

平成９年６月 取締役

平成11年10月 機材事業部長

平成17年３月 生産本部副本部長

平成17年６月 常務取締役

生産本部長 
配電盤事業部長 

平成18年４月 日東スタッフ株式会社代表取締

役 
平成18年10月 東北日東工業株式会社代表取締

役 
平成19年６月 当社専務取締役(現任)

管理本部、営業本部、生産本部

管掌(現任) 
日東工業(嘉興)電機有限公司董

事長(現任) 

常務取締役 生産本部長 丹 羽 鈴 雄 昭和22年６月10日生

昭和47年４月 当社入社

(注)２ 28

平成５年９月 佐賀厳木工場長

平成８年３月 配電盤開発部長

平成11年10月 配電盤事業部長

平成13年６月 取締役

平成16年６月 株式会社キャドテック代表取締役 
平成17年６月 当社技術本部長

平成18年６月 常務取締役(現任)

平成19年６月 生産本部長(現任)

日東テクノサービス株式会社代表

取締役(現任) 

常務取締役 

管理本部長
兼環境安全
室長兼経営 
企画室担当 

永 草 基 己 昭和23年１月17日生

昭和45年４月 当社入社

(注)２ 18

平成４年３月 生産本部部長

平成７年３月 システムラック商品部長

平成11年６月 栃木野木工場長

平成14年３月 経営企画室長

平成15年３月 経営企画室長兼総務人事部長

平成15年６月 取締役

平成16年６月 日東緑化サービス株式会社代表

取締役(現任) 
平成17年６月 当社管理本部長(現任)

東名保険サービス株式会社代表

取締役(現任) 
平成18年６月 当社常務取締役(現任)

平成19年６月 日東スタッフ株式会社代表取締

役(現任) 



  

(注) １ 監査役 鮎澤多俊、青木弘雄および原田 稔は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」です。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

す。 

３ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

す。なお監査役原田 稔は平成18年３月期に係る定時株主総会で選任されており、その任期は、任期満了前に退任した前

任監査役の残任期間です。 

４ 所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しています。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

常務取締役 営業本部長 加 藤 幸 一 昭和24年５月13日生

昭和47年４月 当社入社

(注)２ 9

平成６年３月 西部営業部長

平成11年10月 開発営業部長

平成15年６月 取締役

営業本部副本部長 
平成17年６月 営業本部長(現任)

平成18年６月 常務取締役(現任)

取締役 
営業本部 

副本部長兼 
東京支店長 

竹 内 正 友 昭和23年２月18日生

昭和45年４月 当社入社

(注)２ 10

平成４年３月 浜松プラスチック商品部長兼浜

松工場長 
平成９年３月 菊川工場長

平成11年10月 物流部長

平成15年３月 販売企画室長

平成15年６月 取締役(現任)

営業本部副本部長(現任) 

取締役 営業本部 
副本部長 森 川 和 昭 昭和25年12月23日生

昭和48年４月 当社入社

(注)２ 9

平成10年３月 首都圏営業部担当部長

平成11年10月 首都圏営業部長

平成14年３月 東京支店長

平成16年３月 資材部長

平成17年６月 取締役(現任)

平成17年10月 配電盤事業部長

平成19年３月 営業本部副本部長(現任)

取締役 機材事業 
部長 松 下 隆 行 昭和25年10月３日生

昭和48年４月 当社入社

(注)２ 10

平成８年３月 浜松工場長

平成14年３月 栃木野木工場長

平成17年３月 機材事業部長(現任)

菊川工場長 
平成17年６月 取締役(現任)

監査役 常勤 滝 野 逸 雄 昭和19年８月７日生

昭和42年４月 当社入社

(注)３ 13

昭和60年８月 情報管理部長

昭和62年８月 取締役

平成元年６月 配電盤商品部長

平成４年３月 菊川工場長

平成５年９月 生産管理室長

平成10年７月 名古屋工場長

平成11年６月 監査役(現任)

監査役 非常勤 鮎 澤 多 俊 昭和22年３月８日生

昭和50年４月 弁護士登録

(注)３ 3
昭和54年１月 東大手法律事務所設立、同所長

(現任) 
平成５年６月 当社監査役(現任)

監査役 非常勤 青 木 弘 雄 昭和19年１月15日生

昭和42年３月 アイホン株式会社入社

(注)３ 0

昭和62年５月 同社取締役

平成６年６月 同社常務取締役

平成９年４月 同社管理本部長

平成16年６月 当社監査役(現任)

監査役 非常勤 原 田   稔 昭和18年３月20日生

昭和42年４月 荒川車体工業株式会社入社

(注)３ 0

平成元年４月 アラコ株式会社車両設計室長

平成９年６月 同社取締役

平成12年６月 同社常務取締役

平成16年10月 トヨタ車体株式会社常務取締役

平成17年６月 同社専務取締役

平成18年６月 当社監査役(現任)

計 186



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、継続的な企業価値の向上を目指すなかで、企業倫理に基づき、健全でかつ透明性が高く、経営環境の変

化に迅速に対応できる組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築し、コーポレート・ガバナンスの充実を図

ってまいります。 

  

(1) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

(会社の機関の基本説明) 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役による取締役の業務遂行の監査を実施しています。４名の監査

役のうち３名が社外監査役です。 

(会社の機関の内容) 
  

 
  

(取締役会) 

当社の取締役会は、取締役９名(提出日現在)で構成されており、監査役４名も出席しています。経営責任を

明確にするため取締役の任期は１年としています。 

(経営会議) 

経営上の重要事項を審議し、業務執行を効率的に進めるために、役付取締役全員および常勤監査役１名をメ

ンバーとする「経営会議」を設置しています。 



(監査室) 

経営の健全化を高めるため業務部門から独立した「監査室(構成員３名)」を設け、法令および社内規定の遵

守状況、ならびに業務の効率性等について検証・評価および改善指示を行っています。監査結果については社

長に報告し、業務の効率性、健全性の維持・向上に努めるとともに、常勤監査役と月１回業務監査内容につい

て意見交換を行っています。 

(監査法人、顧問弁護士) 

会計監査については、栄監査法人との間で監査契約を締結し、期中および期末に会計監査を受けており、監

査役とも定例的および都度に会合を持ち、報告を受け意見交換を行っています。第59期(平成19年３月期)にお

ける監査の体制は以下のとおりです。 

監査業務を執行している公認会計士の氏名および継続監査年数 

業務執行社員 田口 滋(18年)、玉置浩一(４年) 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名 

また、顧問弁護士については、弁護士鮎澤多俊氏と顧問契約を締結し、法律問題が生じた際には必要に応じ

てアドバイスを受けています。 

(法令遵守) 

コンプライアンス活動として「企業倫理綱領」を制定し、基本方針のもとに行動基準を定めた冊子を配布す

るとともに、教育を通じて、コンプライアンス精神および企業倫理の徹底を図っています。また、企業倫理綱

領に関する質問・疑問や社内通報制度の相談窓口としてヘルプラインを設けています。 

(会社と社外監査役および監査法人との取引等の利害関係の概要) 

当社と社外監査役とに取引等の関係はありません。また、監査法人およびその業務執行社員との間には、公

認会計士法の規定により記載すべき関係はありません。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理体制の一層の強化を図るため内部統制委員会を設置し、平時においては経営リスク管理規定に従いリ

スクの軽減等に取り組むとともに、有事においては緊急時対応要領により対応します。 

  

(3) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額 10名 289百万円 

監査役の年間報酬総額 ４名  35百万円(うち社外監査役３名 15百万円) 

なお、報酬額には第59回定時株主総会において決議された役員賞与70百万円を含んでいます。 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬22百万円 

なお、上記以外の業務に基づく報酬の支払はありません。 

  

(5) 取締役の定数 

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めています。 

  

(6) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議については議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席することを要し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めています。 



  

(7) 自己株式の取得の決定機関 

当社は、自己株式の取得について、企業環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるようにするため、

会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる

旨定款に定めています。 

  

(8) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めています。 

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものです。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

います。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、栄

監査法人により監査を受けています。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   4,703 4,549  

２ 受取手形及び売掛金 ※８   14,339 16,913  

３ 有価証券   6,399 4,596  

４ たな卸資産   4,365 5,588  

５ 繰延税金資産   893 963  

６ その他   310 407  

７ 貸倒引当金   △286 △279  

流動資産合計   30,725 46.9 32,739 46.0

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※１      

(1) 建物及び構築物   9,494 9,589  

(2) 機械装置及び運搬具   6,035 7,646  

(3) 土地   6,210 8,391  

(4) 建設仮勘定   1,026 613  

(5) その他   1,328 1,438  

有形固定資産合計   24,094 (36.7) 27,679 (38.8)

２ 無形固定資産     

(1) のれん   ― 361  

(2) その他   48 43  

無形固定資産合計   48 (0.1) 405 (0.6)

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券   7,597 6,228  

(2) 不動産信託受益権   1,656 1,631  

(3) 長期性預金   200 700  

(4) 前払年金費用   662 1,216  

(5) その他 ※２   594 638  

(6) 貸倒引当金   △8 △6  

投資その他の資産合計   10,702 (16.3) 10,407 (14.6)

固定資産合計   34,844 53.1 38,492 54.0

資産合計   65,570 100.0 71,231 100.0



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金   2,587 3,258  

２ 短期借入金   ― 150  

３ １年以内償還社債   ― 40  

４ １年以内返済長期借入金   ― 50  

５ 未払法人税等   2,217 2,161  

６ 賞与引当金   1,301 1,469  

７ 役員賞与引当金   ― 72  

８ その他 ※３   3,374 3,781  

流動負債合計   9,480 14.5 10,982 15.4

Ⅱ 固定負債      

１ 社債   ― 320  

２ 長期未払金   167 165  

３ 繰延税金負債   488 523  

４ その他   101 106  

固定負債合計   758 1.1 1,116 1.6

負債合計   10,238 15.6 12,098 17.0

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※５   6,578 10.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   6,989 10.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   41,758 63.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,418 2.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※６   △1,414 △2.2 ― ―

資本合計   55,331 84.4 ― ―

負債・資本合計   65,570 100.0 ― ―



  

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 6,578 9.3

２ 資本剰余金   ― ― 6,990 9.8

３ 利益剰余金   ― ― 45,255 63.5

４ 自己株式   ― ― △1,417 △2.0

株主資本合計   ― ― 57,406 80.6

Ⅱ 評価・換算差額等      

  その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 1,218 1.7

評価・換算差額等合計   ― ― 1,218 1.7

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 508 0.7

純資産合計   ― ― 59,132 83.0

負債純資産合計   ― ― 71,231 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   54,897 100.0 61,336 100.0

Ⅱ 売上原価   35,040 63.8 39,777 64.9

売上総利益   19,856 36.2 21,558 35.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   11,786 21.5 12,476 20.3

営業利益   8,070 14.7 9,082 14.8

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 25 36    

２ 受取配当金 67 72    

３ 仕入割引 4 6    

４ 受取家賃 23 25    

５ 不動産信託受益権収入 90 96    

６ その他 120 330 0.6 138 374 0.6

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 0 0    

２ 売上割引 258 302    

３ その他 62 322 0.6 59 362 0.6

経常利益   8,078 14.7 9,094 14.8

Ⅵ 特別利益      

１ 固定資産売却益 ※３ 275 0    

２ 投資有価証券売却益 ― 4    

３ 貸倒引当金戻入益 99 374 0.7 8 13 0.0

Ⅶ 特別損失      

固定資産除売却損 ※４ 290 290 0.5 210 210 0.3

税金等調整前 
当期純利益 

  8,162 14.9 8,897 14.5

法人税、住民税 
及び事業税 

3,260 3,645    

法人税等調整額 156 3,416 6.3 99 3,745 6.1

当期純利益   4,746 8.6 5,151 8.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,989 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益   0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   6,989 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   38,129 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

当期純利益   4,746 4,746 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   1,076   

２ 役員賞与   40 1,117 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   41,758 



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

項目 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 6,578 6,989 41,758 △1,414 53,912

連結会計年度中の変動額     

 剰余金の配当(注)   △861   △861

 剰余金の配当   △732   △732

 役員賞与(注)   △61   △61

 当期純利益   5,151   5,151

 自己株式の取得   △3 △3

 自己株式の処分   0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)     

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 0 3,496 △3 3,493

平成19年３月31日残高(百万円) 6,578 6,990 45,255 △1,417 57,406

項目 
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,418 1,418 ― 55,331

連結会計年度中の変動額    

 剰余金の配当(注)   △861

 剰余金の配当   △732

 役員賞与(注)   △61

 当期純利益   5,151

 自己株式の取得   △3

 自己株式の処分   0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △200 △200 508 307

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △200 △200 508 3,801

平成19年３月31日残高(百万円) 1,218 1,218 508 59,132



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前当期純利益   8,162 8,897 

２ 減価償却費   2,699 2,794 

３ 賞与引当金の増加額   261 168 

４ 役員賞与引当金の増加額   ― 72 

５ 貸倒引当金の減少額   △99 △10 

６ 前払年金費用の増加額   △551 △554 

７ 受取利息及び受取配当金   △92 △108 

８ 支払利息   0 0 

９ 有形固定資産売却益   △275 △0 

10 有形固定資産除売却損   275 210 

11 投資有価証券の売却益   ― △4 

12 役員賞与支払額   △40 △61 

13 売上債権の増加額   △1,382 △1,418 

14 たな卸資産の増加額   △475 △664 

15 仕入債務の増加額   367 291 

16 未払消費税等の増加額(△減少額)   203 △48 

17 その他   139 △7 

小計   9,191 9,557 

18 利息及び配当金の受取額   91 108 

19 利息の支払額   △0 △0 

20 法人税等の支払額   △2,251 △3,788 

営業活動によるキャッシュ・フロー   7,032 5,876 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 定期預金の預入による支出   △3,365 △610 

２ 定期預金の払戻による収入   2,355 1,720 

３ 有形固定資産の取得による支出   △3,351 △6,188 

４ 有形固定資産の売却による収入   319 5 

５ 投資有価証券の取得による支出   △5,055 △461 

６ 投資有価証券の売却による収入   4,100 2,804 

７ 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による支出 

  ― △580 

８ 子会社出資による支出   ― △58 

９ その他   36 22 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,960 △3,347 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 配当金の支払額   △1,075 △1,591 

２ 自己株式の取得による支出   △5 △3 

３ その他   30 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,051 △1,594 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   1,020 934 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   5,662 6,682 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   6,682 7,617 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (イ)連結子会社の数  １社 

   連結子会社名  日東エンジニアリング㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (イ)連結子会社の数  ３社 

   連結子会社名  日東エンジニアリング㈱ 

           東北日東工業㈱ 

           ㈱新愛知電機製作所 

 (ロ)非連結子会社の数 ５社 

   非連結子会社名 ㈱キャドテック 

           東名保険サービス㈱ 

           日東緑化サービス㈱ 

           日東テクノサービス㈱ 

           日東工業(嘉興)電機有限公司 

 (ロ)主要な非連結子会社名 

           ㈱キャドテック 

           日東テクノサービス㈱ 

           日東工業(嘉興)電機有限公司 

           日東スタッフ㈱ 

           東名保険サービス㈱ 

           日東緑化サービス㈱ 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため除外しています。 

   (連結の範囲から除いた理由) 

      同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用していない非連結子会社５社(㈱キャ

ドテック、東名保険サービス㈱、日東緑化サービス

㈱、日東テクノサービス㈱、日東工業(嘉興)電機有

限公司)は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外しています。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用していない主要な非連結子会社(㈱キ

ャドテック、日東テクノサービス㈱、日東工業(嘉

興)電機有限公司、日東スタッフ㈱、東名保険サー

ビス㈱、日東緑化サービス㈱)は、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しています。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致して

います。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、㈱新愛知電機製作所の決算日

(６月30日)が連結決算日と異なっており、中間決算

日(平成18年12月31日)現在の財務諸表に必要な調整

を行っています。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① たな卸資産 

    主として総平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① たな卸資産 

      同左 

  ② 有価証券 

    満期保有目的の債券 償却原価法(定額法) 

  ② 有価証券 

    満期保有目的の債券 同左 

    その他有価証券     その他有価証券 

     時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定) 

     時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定) 

     時価のないもの 総平均法による原価法      時価のないもの  同左 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 定率法 

           主な耐用年数 

           建物及び構築物   ３～60年 

           機械装置及び運搬具 ２～11年 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産    同左 

  ② 無形固定資産 定額法(自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法) 

  ② 無形固定資産    同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しています。 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

      同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充当するため当連結会計

年度に負担すべき支給見込額を計上していま

す。 

  ② 賞与引当金 

      同左 

―――――   ③ 役員賞与引当金 

    役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき、当連結会計年度負担

額を計上しています。 

    (会計方針の変更) 

    当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29

日)を適用しています。これにより営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それ

ぞれ72百万円減少しています。 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しています。なお、会計基準変

更時差異については、前連結会計年度において

費用処理を完了しています。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法により費用処理

し、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしていま

す。 

    なお、当連結会計年度末においては、連結財務

諸表作成会社については年金資産の見込額及び

期末未認識項目の合計額が退職給付債務を上回

ったため、「前払年金費用」として投資その他

の資産に計上しています。 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しています。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法により費用処理

し、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしていま

す。 

    なお、当連結会計年度末においては、連結財務

諸表作成会社については年金資産の見込額及び

期末未認識項目の合計額が退職給付債務を上回

ったため、「前払年金費用」として投資その他

の資産に計上しています。 

 (ニ)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっています。 

 (ニ)重要なリース取引の処理方法 

      同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (ホ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。 

 (ホ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理方法 

      同左 

  ② 信託財産の会計処理の方法 

    信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘

定として処理し、損益計算書項目は営業外収益

の「不動産信託受益権収入」勘定及び営業外費

用の「その他」に含めて処理しています。ま

た、収益及び費用の認識基準は発生基準によっ

ています。 

    なお、信託建物(附属設備を除く)の減価償却の

方法については、定額法を採用しています。 

  ② 信託財産の会計処理の方法 

      同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しています。なお、連結子会社に

ついては評価差額はありません。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  該当事項はありません。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  のれんの償却方法については、定額法(５年)を採用

しています。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  利益処分項目は、連結会計年度中に確定した利益処

分に基づいて作成しています。 

――――― 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

      同左 



会計方針の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用していま

す。 

 なお、この適用による損益に与える影響はありませ

ん。 

――――― 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しています。これまでの

資本の部の合計に相当する金額は58,624百万円です。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しています。 



表示方法の変更 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めていました「前払年金費用」(前連結会計年

度110百万円)は、重要性が増したため当連結会計年度よ

り区分掲記しています。 

  

(連結損益計算書関係) 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めていました「不動産信託受益権収入」(前連結会計年

度４百万円)は、重要性が増したため当連結会計年度よ

り区分掲記しています。 

――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

  

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 44,028百万円

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 44,170百万円

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりです。 

  

 株式 88百万円

 出資金 77 

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりです。 

  

株式 89百万円

出資金 136 

※３ 未払消費税等355百万円を含んでいます。 

  

※３ 未払消費税等325百万円を含んでいます。 

  

 ４        ―――――  ４ 受取手形割引高は、49百万円です。 

   受取手形裏書譲渡高は、236百万円です。 

  

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式44,789,848株

です。 

  

※５        ――――― 

※６ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式1,706,428株です。 

  

※６        ――――― 

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当連結会計年度末における特定融資枠契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当連結会計年度末における特定融資枠契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

※８        ――――― ※８ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しています。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が、当連結会計年度末日残

高に含まれています。 

受取手形 897百万円



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

  

運賃 2,507百万円

広告宣伝費 400 

従業員給料 2,879 

賞与引当金繰入額 410 

退職給付引当金繰入額 53 

事業税 107 

減価償却費 339 

賃借料 254 

研究開発費 1,430 

その他 3,404 

計 11,786 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

運賃 2,666百万円

広告宣伝費 407 

従業員給料 2,988 

賞与引当金繰入額 472 

役員賞与引当金繰入額 72 

退職給付引当金繰入額 47 

事業税 111 

減価償却費 358 

賃借料 268 

研究開発費 1,384 

その他 3,700 

計 12,476 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

一般管理費 1,430百万円

当期製造費用 ― 

計 1,430 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

一般管理費 1,384百万円

当期製造費用 ― 

計 1,384 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

機械及び装置 5百万円

土地 270 

計 275 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 0 

計 0 

※４ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

  

  (除却損) (売却損) (計) 

建物 42百万円 87百万円 129百万円

構築物 9 2 12 

機械及び装置 89 1 91 

車両及び 
運搬具 

0 0 0 

工具器具 
及び備品 

40 0 41 

土地 ― 0 0 

借地権 ― 11 11 

電話加入権 ― 2 2 

計 182 108 290 

※４ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

  

(除却損) (売却損) (計) 

建物 21百万円 ―百万円 21百万円

構築物 0 ― 0 

機械及び装置 168 ― 168 

車両及び
運搬具 

0 ― 0 

工具器具
及び備品 

20 ― 20 

計 210 ― 210 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買取りによる増加  1,586株 

減少数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買増請求による減少  218株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 44,789 ― ― 44,789

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 1,706,428 1,586 218 1,707,796

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 861 20 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月15日 
取締役会 

普通株式 732 17 平成18年９月30日 平成18年11月30日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 818 19 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,703百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,720  

取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券) 

3,699  

現金及び現金同等物 6,682  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,549百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △131  

取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券) 

3,199  

現金及び現金同等物 7,617  

２         ――――― ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と

取得に伴う支出(純額)との関係は次のとおりです。 

  ㈱新愛知電機製作所 

流動資産 2,127百万円

固定資産 134  

のれん 361  

流動負債 △848  

固定負債 △320  

少数株主持分 △508  

取得価額 947  

現金及び現金同等物 △366  

差引：子会社株式取得に伴う支出 580  



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

3 3 0

その他 
(工具器具及
び備品) 

192 43 148

計 196 47 148

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

その他
(工具器具及
び備品) 

192 84 108

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。 

  

同左 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

１年以内 63百万円

１年超 62 

合計 126 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

同左 

１年以内 51百万円

１年超 10 

合計 62 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費相当額 41 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 40 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 3 

合計 4 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 2 

合計 3 



(有価証券関係) 

１ 前連結会計年度 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 

 

① 株式 1,204 3,599 2,395

② 債券  

(イ)国債・地方債等 700 700 0

(ロ)社債 ― ― ―

小計 1,904 4,300 2,395

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

 

① 株式 ― ― ―

② 債券  

(イ)国債・地方債等 1,796 1,773 △22

(ロ)社債 1,099 1,087 △12

小計 2,896 2,861 △35

合計 4,801 7,161 2,360



(2) 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

  

(3) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

  

(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回復

する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。な

お、当連結会計年度末においては該当はありません。 

  

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

① 満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 3,498

② その他有価証券  

(イ)非上場株式 1,136

(ロ)合同運用指定金銭信託 2,200

③ 子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 88

合計 6,924

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

① 債券    

(イ)国債・地方債等 700 1,300 500 ―

(ロ)社債 ― 600 500 ―

(ハ)コマーシャルペーパー 3,498 ― ― ―

② その他 2,000 ― ― ―

合計 6,198 1,900 1,000 ―



２ 当連結会計年度 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 

 

① 株式 1,062 3,105 2,043

② 債券  

(イ)国債・地方債等 298 298 0

(ロ)社債 ― ― ―

小計 1,360 3,404 2,043

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

 

① 株式 143 139 △4

② 債券  

(イ)国債・地方債等 1,798 1,789 △9

(ロ)社債 1,099 1,096 △3

小計 3,042 3,025 △17

合計 4,403 6,429 2,026



(2) 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 

  

  

(3) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年３月31日) 

  

(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回復

する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。な

お、当連結会計年度末においては該当はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

  

次へ 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

① 満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 1,998

② その他有価証券  

(イ)非上場株式 1,196

(ロ)合同運用指定金銭信託 1,200

③ 子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 89

合計 4,484

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

① 債券    

(イ)国債・地方債等 800 800 500 ―

(ロ)社債 600 ― 500 ―

(ハ)コマーシャルペーパー 1,998 ― ― ―

② その他 1,000 ― ― ―

合計 4,398 800 1,000 ―



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度(平成16年４月１日をもって確定給付型の厚生年金基金

制度より移行)を設けています。また、併せて平成17年４月１日より確定拠出型年金制度も採用しています。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

(注) 連結子会社への出向者に係る退職給付債務は、連結子会社負担としています。 

  

    

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

金額(百万円) 金額(百万円) 

  イ 退職給付債務 △7,054 △7,044

  ロ 年金資産 7,351 7,905

  ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 296 861

  ニ 未認識数理計算上の差異 1,242 951

  ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △877 △595

  ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 662 1,216

  ト 前払年金費用 662 1,216

  チ 退職給付引当金(ヘ－ト) ― ―



３ 退職給付費用に関する事項 

  

(注) 「ト その他」は、確定拠出型の企業年金費用の計上額であり、前連結会計年度より拠出しています。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

    

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 金額(百万円) 

  イ 勤務費用 310 343

  ロ 利息費用 161 141

  ハ 期待運用収益 △118 △147

  ニ 数理計算上の差異の費用処理額 130 102

  ホ 過去勤務債務の費用処理額 △300 △297

  ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 184 141

  ト その他 117 121

  チ 計(ヘ＋ト) 301 262

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

  ロ 割引率 2.0％ 2.0％ 

  ハ 期待運用収益率 2.0％ 2.0％ 

  ニ 過去勤務債務の額の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により費用

処理しています。 

  

同左 

  ホ 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理するこ

ととしています。 

  

同左 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  
(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれています。 

  

  

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
  

当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

繰延税金資産       

 賞与引当金 518百万円   586百万円 

 未払役員退職金 66   66 

 投資有価証券評価損 336   336 

 未払事業税 147   139 

 減価償却費 423   464 

 一括償却資産 38   39 

 未払費用 59   67 

 貸倒引当金 105   101 

 その他   49       57  

繰延税金資産小計   1,746       1,860  

評価性引当額   ―       ―  

繰延税金資産合計 1,746   1,860 

繰延税金負債       

 前払年金費用 △264   △485 

 特別償却準備金 △37   △31 

 圧縮記帳積立金 △98   △94 

 その他有価証券評価差額金 △941   △809 

 その他 △0   △0 

繰延税金負債合計   △1,342       △1,421   

繰延税金資産の純額   404       439   

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
  

当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

 流動資産－繰延税金資産 893百万円   963百万円 

 固定負債－繰延税金負債   488       523   



２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

  

  

前へ     

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
  

当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

法定実効税率 39.9％   39.9％ 

(調整)       

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
  3.3       3.9   

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.6       △0.6   

住民税均等割等   0.8       0.7   

その他   △1.5       △1.8   

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
  41.9       42.1   



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日) 

当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列の「配電盤

関連」の製造販売を主たる事業として行っています。従たる事業として、金型等の製造販売等を行っています

が、小規模な事業であり、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める各割合も10％未満ですので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日) 

海外売上高はないため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 事業分離の概要 

当社は、独立した経営責任のもと、迅速かつ柔軟な経営判断を行うことにより、グループ全体の活性化と競争

力の強化を図ることを目的として、平成18年７月31日開催の当社取締役会で承認されました分割計画書に基づ

き、平成18年10月２日付で、当社花巻工場(配電盤関連事業)を東北日東工業株式会社に承継させる会社分割を実

施しています。 

会社分割の法的形式は、当社を新設分割会社とし、東北日東工業株式会社を新設分割設立会社とする新設分割

であり、新設分割設立会社が発行する株式(普通株式1,000株)は全て当社に割り当てています。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

(1) 移転損益は認識していません。 

(2) 受取対価の種類    株式(普通株式) 

(3) 移転した事業に係る資産及び負債の帳簿価額 

(単位：百万円) 

  なお、新設分割会社から新設分割設立会社に承継する負債はありません。 

  

３ 当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

(単位：百万円) 

  

流動資産 657
純資産 836

固定資産 179

合計 836 合計 836

売上高 730

営業利益 20



(１株当たり情報) 

  

(注) 当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,282円88銭 １株当たり純資産額 1,360円77銭

１株当たり当期純利益金額 108円76銭 １株当たり当期純利益金額 119円58銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

108円75銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

―

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 59,132百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 ― 508百万円 

 (うち少数株主持分) (―) (508百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 ― 58,624百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数 

― 43,082千株 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益 4,746百万円 5,151百万円 

普通株主に帰属しない金額 61百万円 ― 

 (うち利益処分による役員賞与金) (61百万円) (―) 

普通株式に係る当期純利益 4,685百万円 5,151百万円 

普通株式の期中平均株式数 43,079千株 43,082千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 ― ― 

普通株式増加数 2千株 ― 

 (うちストックオプション) (2千株) (―) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― ――――― 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりです。 

  

  

２ 「当期末残高」の( )内の金額は、１年内に償還が予定されている社債です。 

３ ㈱新愛知電機製作所については平成19年２月27日付で当社グループの連結子会社となったため、㈱新愛知電機製作所の中

間決算日(平成18年12月31日)現在の記載としています。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 預り保証金は、取引先と当社との間で債権等の弁済を担保するために差入れされたものであり、返済期限はありません。

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

㈱新愛知電機製作
所 

第１回無担保社債 
(注２) 

平成17年 
２月25日 

―
60
(40)

0.48 なし 
平成20年
２月25日 

〃 第３回無担保社債 
平成18年 
３月31日 

― 300 0.60 なし 
平成21年
３月31日 

合計 ― ― ―
360
(40)

― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

40 20 300 ― ―

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― 150 1.6 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 50 3.0 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定 
のものを除く) 

― ― ― ― 

その他の有利子負債 
預り保証金 

24 25 2.2 ― 

合計 24 225 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   4,168 3,400  

２ 受取手形 ※８   6,660 7,609  

３ 売掛金   7,573 8,112  

４ 有価証券   6,399 4,496  

５ 製品   2,207 2,632  

６ 原材料   931 911  

７ 仕掛品   1,168 1,342  

８ 貯蔵品   55 66  

９ 前払費用   16 15  

10 繰延税金資産   886 921  

11 未収入金   282 436  

12 その他   15 18  

13 貸倒引当金   △286 △278  

流動資産合計   30,080 46.3 29,684 43.2

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※１      

(1) 建物 ※２   8,812 8,876  

(2) 構築物 ※２   681 677  

(3) 機械及び装置 ※２   5,952 7,195  

(4) 車両及び運搬具   61 45  

(5) 工具器具及び備品   1,333 1,416  

(6) 土地   6,210 8,391  

(7) 建設仮勘定   1,024 609  

有形固定資産合計   24,076 (37.0) 27,211 (39.5)

２ 無形固定資産      

(1) 借地権   3 3  

(2) ソフトウェア   15 11  

(3) その他   28 27  

無形固定資産合計   48 (0.1) 42 (0.1)



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   7,597 6,028  

(2) 関係会社株式   138 1,923  

(3) 関係会社出資金   77 136  

(4) 長期滞り債権   9 6  

(5) 長期前払費用   38 24  

(6) 不動産信託受益権   1,656 1,631  

(7) 長期性預金   200 500  

(8) 前払年金費用   675 1,216  

(9) その他   380 351  

(10)貸倒引当金   △8 △5  

投資その他の資産合計   10,764 (16.6) 11,812 (17.2)

固定資産合計   34,889 53.7 39,065 56.8

資産合計   64,969 100.0 68,750 100.0



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形   21 10  

２ 買掛金   2,516 2,850  

３ 未払金 ※３   1,503 1,350  

４ 未払費用   1,771 1,848  

５ 未払法人税等   2,219 1,997  

６ 前受金   ― 54  

７ 預り金   102 130  

８ 賞与引当金   1,290 1,420  

９ 役員賞与引当金   ― 70  

10 設備支払手形   17 231  

流動負債合計   9,443 14.5 9,963 14.5

Ⅱ 固定負債      

１ 長期未払金   165 164  

２ 繰延税金負債   498 529  

３ その他   101 105  

固定負債合計   766 1.2 799 1.2

負債合計   10,209 15.7 10,762 15.7

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※４   6,578 10.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金 6,986 ―    

２ その他資本剰余金      

自己株式処分差益 2 ―    

資本剰余金合計   6,989 10.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金 833 ―    

２ 任意積立金      

(1) 特別償却準備金 41 ―    

(2) 圧縮記帳積立金 68 ―    

(3) 別途積立金 32,490 ―    

３ 当期未処分利益 7,752 ―    

利益剰余金合計   41,187 63.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,418 2.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５   △1,414 △2.2 ― ―

資本合計   54,760 84.3 ― ―

負債・資本合計   64,969 100.0 ― ―



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 6,578 9.6

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金 ― 6,986    

(2) その他資本剰余金 ― 3    

資本剰余金合計   ― ― 6,990 10.2

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 ― 833    

(2) その他利益剰余金      

特別償却準備金 ― 48    

圧縮記帳積立金 ― 142    

別途積立金 ― 32,490    

繰越利益剰余金 ― 11,103    

利益剰余金合計   ― ― 44,617 64.9

４ 自己株式   ― ― △1,417 △2.1

株主資本合計   ― ― 56,769 82.6

Ⅱ 評価・換算差額等      

その他有価証券評価 
差額金 

  ― ― 1,218 1.7

評価・換算差額等合計   ― ― 1,218 1.7

純資産合計   ― ― 57,987 84.3

負債純資産合計   ― ― 68,750 100.0



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   54,662 100.0 61,175 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 製品期首たな卸高 1,994 2,207   

２ 当期製品製造原価 35,081 40,245   

合計 37,075 42,453   

３ 製品期末たな卸高 2,207 2,632   

  34,868 39,821   

４ 原材料評価損 1 34,869 63.8 6 39,827 65.1

売上総利益   19,793 36.2 21,348 34.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※1、
2 

  11,760 21.5 12,458 20.4

営業利益   8,032 14.7 8,890 14.5

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 3 7   

２ 有価証券利息 20 27   

３ 受取配当金 ※３ 77 78   

４ 仕入割引 4 6   

５ 受取家賃 ※３ 30 97   

６ 不動産信託受益権収入 90 96   

７ 雑収入 ※３ 121 348 0.6 161 474 0.8

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 0 0   

２ 売上割引 258 302   

３ 雑支出 62 322 0.6 82 385 0.6

経常利益   8,059 14.7 8,979 14.7



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※４ 271 0   

２ 投資有価証券売却益 ― 4   

３ 貸倒引当金戻入益 99 370 0.7 8 13 0.0

Ⅶ 特別損失     

固定資産除売却損 ※５ 291 291 0.5 212 212 0.3

税引前当期純利益   8,138 14.9 8,780 14.4

法人税、住民税 
及び事業税 

3,250 3,567   

法人税等調整額 156 3,406 6.2 128 3,695 6.1

当期純利益   4,732 8.7 5,084 8.3

前期繰越利益   3,580 ― 

中間配当額   560 ― 

当期未処分利益   7,752 ― 



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法 

当社の原価計算の方法は、総合標準原価計算で期末において原価差額を調整して実際原価に修正しています。なお、一部

製品については実際原価による個別原価計算によっています。 

２ 経費のうち、主な内容は次のとおりです。 

３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 20,762 58.7 25,657 63.0

Ⅱ 労務費 8,602 24.3 8,738 21.5

Ⅲ 経費 6,013 17.0 6,305 15.5

当期総製造費用 35,378 100.0 40,701 100.0

期首仕掛品たな卸高 1,117 1,168  

合計 36,496 41,870  

他勘定振替高 246 282  

期末仕掛品たな卸高 1,168 1,342  

当期製品製造原価 35,081 40,245  

  前事業年度 当事業年度 

外注加工費 1,631百万円 1,928百万円

減価償却費 2,249 2,250 

  前事業年度 当事業年度 

有形固定資産 168百万円 225百万円

販売費及び一般管理費 77 57 

計 246 282 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日です。 

  

    
前事業年度

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)     

Ⅰ 当期未処分利益   7,752 

Ⅱ 任意積立金取崩額     

１ 特別償却準備金取崩額   11   

２ 圧縮記帳積立金取崩額   4 15 

合計   7,768 

Ⅲ 利益処分額     

１ 配当金   861   

２ 取締役賞与金   60   

３ 任意積立金     

(1) 特別償却準備金   26   

(2) 圧縮記帳積立金   83 1,031 

Ⅳ 次期繰越利益   6,736 

      

(その他資本剰余金の処分)     

Ⅰ その他資本剰余金   2 

Ⅱ その他資本剰余金 
次期繰越額 

  2 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

項目 

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 6,578 6,986 2 6,989

事業年度中の変動額    

 特別償却準備金の積立(注)    

 特別償却準備金の取崩(注)    

 特別償却準備金の積立    

 特別償却準備金の取崩    

 圧縮記帳積立金の積立(注)    

 圧縮記帳積立金の取崩(注)    

 圧縮記帳積立金の取崩    

 剰余金の配当(注)    

 剰余金の配当    

 役員賞与(注)    

 当期純利益    

 自己株式の取得    

 自己株式の処分   0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)    

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 6,578 6,986 3 6,990

項目 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計 利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 特別償却 
準備金 

圧縮記帳
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 833 41 68 32,490 7,752 41,187 △1,414 53,341

事業年度中の変動額       

 特別償却準備金の積立(注)   26 △26 ―   ―

 特別償却準備金の取崩(注)   △11 11 ―   ―

 特別償却準備金の積立   6 △6 ―   ―

 特別償却準備金の取崩   △14 14 ―   ―

 圧縮記帳積立金の積立(注)     83 △83 ―   ―

 圧縮記帳積立金の取崩(注)     △4 4 ―   ―

 圧縮記帳積立金の取崩     △6 6 ―   ―

 剰余金の配当(注)     △861 △861   △861

 剰余金の配当     △732 △732   △732

 役員賞与(注)     △60 △60   △60

 当期純利益     5,084 5,084   5,084

 自己株式の取得     △3 △3

 自己株式の処分     0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)       

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 6 73 ― 3,350 3,430 △3 3,427

平成19年３月31日残高(百万円) 833 48 142 32,490 11,103 44,617 △1,417 56,769



  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

項目 
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,418 1,418 54,760

事業年度中の変動額  

 特別償却準備金の積立(注) ―

 特別償却準備金の取崩(注) ―

 特別償却準備金の積立 ―

 特別償却準備金の取崩 ―

 圧縮記帳積立金の積立(注) ―

 圧縮記帳積立金の取崩(注) ―

 圧縮記帳積立金の取崩 ―

 剰余金の配当(注) △861

 剰余金の配当 △732

 役員賞与(注) △60

 当期純利益 5,084

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △200 △200 △200

事業年度中の変動額合計(百万円) △200 △200 3,226

平成19年３月31日残高(百万円) 1,218 1,218 57,987



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (イ)満期保有目的の債券 償却原価法(定額法) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (イ)満期保有目的の債券 同左 

 (ロ)子会社株式     総平均法による原価法  (ロ)子会社株式     同左 

 (ハ)その他有価証券  (ハ)その他有価証券 

  ① 時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定) 

  ① 時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定) 

  ② 時価のないもの  総平均法による原価法   ② 時価のないもの  同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  製品・仕掛品・貯蔵品  原価法・総平均法 

  原材料         低価法・総平均法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (イ)有形固定資産  定率法 

           主な耐用年数 

           建物及び構築物   ３～60年 

           機械装置及び車両運搬具 

                     ２～11年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (イ)有形固定資産  同左 

  

 (ロ)無形固定資産  定額法(自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法) 

 (ロ)無形固定資産  同左 

 (ハ)長期前払費用  定額法  (ハ)長期前払費用  同左 

４ 引当金の計上基準 

 (イ)貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しています。 

４ 引当金の計上基準 

 (イ)貸倒引当金 

    同左 

 (ロ)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充当するため当事業年度に

負担すべき支給見込額を計上しています。 

 (ロ)賞与引当金 

    同左 

―――――  (ハ)役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支

給見込額に基づき、当事業年度負担額を計上して

います。 

   (会計方針の変更) 

   当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用

しています。 

   これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ70百万円減少しています。 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (ニ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。なお、会計基準変更時差異に

ついては、前事業年度において費用処理を完了し

ています。過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処理し、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし

ています。 

   なお、当事業年度末においては、年金資産の見込

額及び期末未認識項目の合計額が退職給付債務を

上回ったため、「前払年金費用」として投資その

他の資産に計上しています。 

 (ニ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により費用処理し、数理計算

上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしています。 

   なお、当事業年度末においては、年金資産の見込

額及び期末未認識項目の合計額が退職給付債務を

上回ったため、「前払年金費用」として投資その

他の資産に計上しています。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

５ リース取引の処理方法 

    同左 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっています。 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

    同左 

 ② 信託財産の会計処理の方法 

   信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘定

として処理し、損益計算書項目は営業外収益の

「不動産信託受益権収入」勘定及び営業外費用の

「雑支出」に含めて処理しています。また、収益

及び費用の認識基準は発生基準によっています。 

   なお、信託建物(附属設備を除く)の減価償却の方

法については、定額法を採用しています。 

 ② 信託財産の会計処理の方法 

    同左 



会計方針の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しています。 

 なお、この適用による損益に与える影響はありませ

ん。 

――――― 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しています。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は57,987百

万円です。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しています。 



表示方法の変更 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(損益計算書関係) 

 前事業年度において営業外収益の「雑収入」に含めて

いました「不動産信託受益権収入」(前事業年度４百万

円)は、重要性が増したため当事業年度より区分掲記し

ています。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

  

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 44,061百万円

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 44,078百万円

※２ 国庫補助金受入れによる有形固定資産の圧縮記帳

累計額は96百万円(建物４百万円、構築物89百万

円、機械及び装置１百万円)であり、取得価額よ

り減額しています。 

  

※２  同左 

  

※３ 未払消費税等352百万円を含んでいます。 

  

※３ 未払消費税等298百万円を含んでいます。 

  
  

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっています。 

  

※４ 授権株数 普通株式 96,203,000株

発行済株式総数 普通株式 44,789,848株

※４        ――――― 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,706,428株です。 

  

※５        ――――― 

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,418

百万円です。 

  

 ６        ――――― 

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当事業年度末における特定融資枠契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当事業年度末における特定融資枠契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

※８        ――――― ※８ 事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しています。なお、当

事業年度末日が金融機関の休日であったため、次

の満期手形が、当事業年度末日残高に含まれてい

ます。 

受取手形 890百万円



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

   販売費及び一般管理費のうち販売費の割合 

約70.0％

  

運賃 2,507百万円

広告宣伝費 400 

役員報酬 227 

従業員給料 2,875 

賞与引当金繰入額 410 

退職給付引当金繰入額 54 

通信費 168 

事業税 107 

減価償却費 339 

地代家賃 458 

賃借料 254 

研究開発費 1,430 

業務委託費 596 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

   販売費及び一般管理費のうち販売費の割合 

約69.6％

  

運賃 2,666百万円

広告宣伝費 407 

役員報酬 256 

従業員給料 2,980 

賞与引当金繰入額 470 

役員賞与引当金繰入額 70 

退職給付引当金繰入額 59 

通信費 168 

事業税 111 

減価償却費 357 

地代家賃 481 

賃借料 268 

研究開発費 1,384 

業務委託費 614 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

  

一般管理費 1,430百万円

当期製造費用 ― 

計 1,430 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

  

一般管理費 1,384百万円

当期製造費用 ― 

計 1,384 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

  

受取配当金 23百万円

受取家賃 11 

雑収入 9 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

  

受取配当金 19百万円

受取家賃 76 

雑収入 36 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

  

機械及び装置 1百万円

土地 270 

計 271 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

  

機械及び装置 0百万円

計 0 

※５ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

  

  (除却損) (売却損) (計) 

建物 42百万円 87百万円 129百万円

構築物 9 2 12 

機械及び装置 90 1 91 

車両及び 
運搬具 

0 0 0 

工具器具 
及び備品 

40 0 41 

土地 ― 0 0 

借地権 ― 11 11 

電話加入権 ― 2 2 

計 183 108 291 

※５ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

  

(除却損) (売却損) (計) 

建物 21百万円 ―百万円 21百万円

構築物 0 ― 0 

機械及び装置 169 ― 169 

車両及び
運搬具 

0 ― 0 

工具器具
及び備品 

20 ― 20 

計 212 ― 212 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買取りによる増加  1,586株 

減少数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買増請求による減少  218株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 1,706,428 1,586 218 1,707,796



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 3 3 0

工具器具及び 
備品 

192 43 148

計 196 47 148

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具及び
備品 

192 84 108

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。 

  

同左 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

１年以内 63百万円

１年超 62 

合計 126 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  

同左 

１年以内 51百万円

１年超 10 

合計 62 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費相当額 41 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 40 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 3 

合計 4 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 2 

合計 3 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 
  

  

  

  
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

繰延税金資産             

 賞与引当金否認額   514百万円     566百万円 

 未払役員退職金否認額   66       65   

 投資有価証券評価損否認額   336       336   

 未払事業税否認額   147       132   

 減価償却超過額   422       464   

 一括償却資産否認額   38       39   

 未払費用否認額   58       65   

 貸倒引当金否認額   105       101   

 その他   43       40   

繰延税金資産小計   1,734       1,812   

評価性引当額   ―       ―   

繰延税金資産合計   1,734       1,812   

繰延税金負債               

 前払年金費用   △269       △485   

 特別償却準備金   △37       △31   

 圧縮記帳積立金   △98       △94   

 その他有価証券評価差額金   △941       △809   

繰延税金負債合計   △1,346       △1,420   

繰延税金資産の純額   387       391   

  
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
  

当事業年度 

(平成19年３月31日) 

法定実効税率   39.9％     39.9％ 

(調整)               

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
  3.3       4.0   

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.6       △0.6   

住民税均等割等   0.8       0.7   

その他   △1.5       △1.9   

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 
  41.9       42.1   



(企業結合等関係) 

１ 事業分離の概要 

当社は、独立した経営責任のもと、迅速かつ柔軟な経営判断を行うことにより、グループ全体の活性化と競争

力の強化を図ることを目的として、平成18年７月31日開催の当社取締役会で承認されました分割計画書に基づ

き、平成18年10月２日付で、当社花巻工場(配電盤関連事業)を東北日東工業株式会社に承継させる会社分割を実

施しています。 

会社分割の法的形式は、当社を新設分割会社とし、東北日東工業株式会社を新設分割設立会社とする新設分割

であり、新設分割設立会社が発行する株式(普通株式1,000株)は全て当社に割り当てています。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

(1) 移転損益は認識していません。 

(2) 受取対価の種類    株式(普通株式) 

(3) 移転した事業に係る資産及び負債の帳簿価額 

(単位：百万円) 

  なお、新設分割会社から新設分割設立会社に承継する負債はありません。 

  

３ 当該事業年度の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

(単位：百万円) 

  

次へ 

流動資産 657
純資産 836

固定資産 179

合計 836 合計 836

売上高 730

営業利益 20



(１株当たり情報) 

  

(注) 当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,269円64銭 １株当たり純資産額 1,345円97銭

１株当たり当期純利益金額 108円46銭 １株当たり当期純利益金額 118円02銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

108円46銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

―

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 57,987百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 ― ― 

普通株式に係る期末の純資産額 ― 57,987百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数 

― 43,082千株 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益 4,732百万円 5,084百万円 

普通株主に帰属しない金額 60百万円 ― 

 (うち利益処分による役員賞与金) (60百万円) (―) 

普通株式に係る当期純利益 4,672百万円 5,084百万円 

普通株式の期中平均株式数 43,079千株 43,082千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 ― ― 

普通株式増加数 2千株 ― 

 (うちストックオプション) (2千株) (―) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― ――――― 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 
株式数
(株) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,540 1,409 

㈱マキタ 144,843 632 

㈱名古屋銀行 406,184 286 

大崎電気工業㈱ 195,000 232 

東邦瓦斯㈱ 311,000 188 

名工建設㈱ 231,440 155 

みずほ信託銀行㈱ 544,940 142 

㈱大垣共立銀行 272,150 139 

アイホン㈱ 59,000 136 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ 

99 131 

スズデン㈱ 137,087 114 

㈱損害保険ジャパン 57,750 84 

徳倉建設㈱ 245,000 75 

他25銘柄 817,400 709 

小計 3,423,434 4,440 

計 3,423,434 4,440 



【債券】 

  

  

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 

満期保有目的の
債券 

日産自動車 コマーシャルペーパー 1,000 999 

アストロ・キャピタル・
コーポレーション・ 
トゥー コマーシャルペーパー 

1,000 999 

小計 2,000 1,998 

その他有価証券 

㈱デンソー第３回無担保社債 500 499 

利付国庫債券(５年)23回 500 499 

利付国庫債券(２年)242回 200 199 

中部電力㈱第465回社債 100 99 

小計 1,300 1,297 

投資有価証券 その他有価証券 

トヨタ自動車㈱第６回無担保社債 400 398 

㈱豊田自動織機第11回無担保社債 100 98 

政府保証第168回中小企業債券 100 99 

利付国庫債券(10年)244回 500 492 

利付国庫債券(５年)44回 200 198 

利付国庫債券(５年)36回 300 299 

小計 1,600 1,587 

計 4,900 4,883 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 その他有価証券 

合同運用指定金銭信託 1,200 1,200 

小計 1,200 1,200 

計 1,200 1,200 



【有形固定資産等明細表】 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 24,539 813 52 25,300 16,423 740 8,876

 構築物 2,552 64 1 2,615 1,938 68 677

 機械及び装置 23,073 2,833 2,583 23,324 16,128 1,276 7,195

 車両及び運搬具 355 14 77 292 247 23 45

 工具器具及び備品 10,382 736 362 10,755 9,339 626 1,416

 土地 6,210 2,181 ― 8,391 ― ― 8,391

 建設仮勘定 1,024 5,738 6,153 609 ― ― 609

有形固定資産計 68,137 12,382 9,230 71,289 44,078 2,736 27,211

無形固定資産       

 借地権 ― ― ― 3 ― ― 3

 ソフトウェア ― ― ― 40 28 7 11

 その他 ― ― ― 46 19 1 27

無形固定資産計 ― ― ― 90 48 8 42

長期前払費用 87 3 34 55 31 17 24

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



(注) １ 会社分割により当社花巻工場を分割し、当社子会社東北日東工業㈱として設立しました。分割にともなう有形固定資産の

減少額は次のとおりです。 

２ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。 

３ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。 

４ 無形固定資産の金額が、資産の総額の百分の一以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略しました。 

  

機械及び装置 708百万円 

車両及び運搬具 6  

工具器具及び備品 34  

建物 花巻工場 増築 200百万円 

  唐津工場 増築 327  

機械及び装置 名古屋工場機器生産設備 495  

  菊川工場金属加工設備 580  

  中津川工場塗装設備 721  

  唐津工場塗装設備 473  

工具器具及び備品 金型 533  

土地 掛川工場予定地 2,169  

建設仮勘定 掛川工場予定地 1,969  

  中津川工場塗装設備 763  

  唐津工場塗装設備 483  

機械及び装置 菊川工場金属加工設備 614  

  中津川工場旧塗装設備 751  

  唐津工場旧塗装設備 231  

工具器具及び備品 金型 193  



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率洗替額等です。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 294 11 2 19 283 

賞与引当金 1,290 1,420 1,290 ― 1,420 

役員賞与引当金 ― 70 ― ― 70 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)決済期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 90

預金  

当座預金 1,794

普通預金 13

定期預金 1,500

その他 1

小計 3,309

合計 3,400

相手先 金額(百万円)

東芝電材マーケティング㈱ 852

サンテレホン㈱ 610

㈱扇港電機 539

岡田電気産業㈱ 384

テルヤ電機㈱ 329

その他 4,892

合計 7,609

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計 

受取手形(百万円) 2,309 2,734 1,321 1,241 2 7,609



③ 売掛金 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。 

  

④ 製品 

  

  

⑤ 原材料 

  

  

相手先 金額(百万円)

斉田電機産業㈱ 386

㈱北陸電機商会 349

ミツワ電機㈱ 348

東芝電材マーケティング㈱ 252

サンテレホン㈱ 205

その他 6,570

合計 8,112

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

7,573 64,234 63,695 8,112 88.7 44.6

品名 金額(百万円)

配電盤 792

キャビネット 1,145

遮断器・開閉器 328

パーツ・その他 365

合計 2,632

品名 金額(百万円)

伸銅品 68

鉄材料 88

樹脂材 23

その他 731

合計 911



⑥ 仕掛品 

  

  

⑦ 貯蔵品 

  

  

⑧ 支払手形 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)決済期日別内訳 

  

  

品名 金額(百万円)

伸銅品部品 199

鉄材部品 318

樹脂材部品 131

その他 692

合計 1,342

品名 金額(百万円)

金型部品 6

消耗工具類 3

その他 56

合計 66

相手先 金額(百万円)

㈱アマダ 10

伊藤忠工業ガス㈱ 0

合計 10

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 合計 

支払手形(百万円) 3 4 1 1 10



⑨ 買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

東北日東工業㈱ 171

三栄鋼板㈱ 160

東芝産業機器システム㈱ 117

天方産業㈱ 106

菱電商事㈱ 73

その他 2,221

合計 2,850



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当会社の株主(実質株主を含む。以下同じ)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができません。 

１ 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２ 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

３ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

４ 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる株式を売り渡すことを請求する権利 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、１株券、100株未満の株数を表示した株
券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
不所持株券の交付及び失効、汚損、毀損による再発行１枚につき210円(税込) 
上記の場合を除き無料 

株券喪失登録に伴う 
手数料 

  

  株券喪失登録申請料 １件につき9,030円(税込)

  株券登録料 １枚につき 525円(税込)

単元未満株式の買取り・ 
買増し 

  

  取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 
電子公告とする。ただし事故その他のやむをえない事由が生じたときは、日本経済新
聞に掲載して行う。公告掲載 URL http://www.nito.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。 

  

平成18年12月25日付で提出した半期報告書(第59期中)に係る訂正報告書です。 

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第58期) 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

  
平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第59期中) 
  

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

  
  
平成18年12月25日 

関東財務局長に提出。 

(3) 半期報告書の訂正報告書     
  
平成19年２月26日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

東工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成18年６月29日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 



独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

東工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成19年６月28日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東工

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成18年６月29日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東工

業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成19年６月28日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 
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